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Who is the Competitor of the Public Firm in a Mixed Duopoly?:
The Case of Relative-payo任-maxunizer
Kazuhiko Kato
Abstract
We examine the equilibrium outcomes in a mixed duopoly where the public丘rm and the private五m
compete in quantity in the case where仕Ie objec也ive of the private丘rm is to maximize the relative-pay-
off. We show that the equilibrium outcomes are the same levels among three timings: (S) the public
負.rra and the private五rm compete simultaneously, (L) the public丘rra acts as a Stackelberg leader and
the private丘rm as a Stackelberg follower,のthe public丘rm acts as a Stackelberg follower and the
private五rm as a Stackelberg leader.
1.はじめに
最近、混合寡占下での均衡分析が盛んになされているD今回、この論文で特に扱うテーマは、公
企業の競争相手となる私企業の目的が、経済学で従来仮定されている自己利潤最大化とは異なる場
合、従来の結果と比べてどのような点で異なるか、というものである0
現実の経済を見渡せば、各方面で「業界シェアナンバーワン」や「売り上げナンバーワン」と
いった宣伝文句が見られるように、私企業のE]的は多種多様なものへと変化しているように思われ
るO　こうした利潤最大化とは異なると思われる企業の分析に関しては、例えば、労働者1人当たり
の利潤最大化を目的とする企業に関する分析が古くからなされているlJo最近では、 Kmedaand
Matsui (2003)やMujyumdar and Pal (2007)、 Kato andTomaru (2007)などにおいて、必ずしも
利潤最大化を目的としない企業間による数量競争に関する理論的分析が行われている。
本論文のモデルでは、公企業が1社と私企業が1社の合計2社による混合複占を取り扱う。公企
業の目的は消費者余剰に自国私企業の利潤を加えた社会厚生を最大化することである。一方、私企
業の目的は、自己利潤最大化ではなく、自己利潤の絶対値から自己を含めた全ての企業の利潤の平
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均値を引いたものという相対的利潤を最大化することである2㌧
この分析の先行文献にChoi (2006)がある　Choi (2006)では、同時手番の数量競争を想定し
ているO限界費用が公企業と私企業間で対称的、かつ、一定の下では、 「私企業が全ての生産を行
い、公企業は生産を行わない」、という結果を得た。これは「公企業が全ての生産を行い、私企業
は生産を行わない」、という従来の結果とは全く異なる結果であった。しかしながら、彼の論文中
の社会厚生の設定では利潤を社会厚生に含めず、企業の日的債である相対的利潤を含めるものとし
ている。社会厚生を従来の利潤で計った場合には、異なる結果になると予想される。
そこで我々は、社会厚生を消費者余剰と各企業の利潤の和とし、公企業と私企業の費用関数は対
称的であるものの、各企業の生産量に関して2次の単調増加関数であるというようにCh°i (2006)
のモデルに修正を加え、以下の分析を行った3)0
まず、企業の意思決定の順序を以下の3つの場合に固定するO
(S)公企業と私企業が同時に生産量を決定する場合。
(L)はじめに公企業が生産量を決定し、次に私企業が生産量を決定する場合。
(F)はじめに私企業が生産量を決定し、次に公企業が生産量を決定する場合。
以上の3つの場合ごとに各企業の均衡生産量ならびに利潤、社会厚生水準を導き出し、それらの
比較を行った。結果は3つの場合の全てで、それらの値は一致するというものであったO
これらの結果は従来の結果とは大きく異なるo私企業のEl的が自己利潤最大化である場合を考え
ようoすると、上記の3つの場合全てにおいて各企業の均衡生産量や利潤、社会厚生水準が一致す
ることはない410
これ以降は、論文は以下の通りに構成されている。次の2節では、モデルを提示する。 3節では、
意思決定順序の場合ごとの各企業の均衡生産量や利潤、社会厚生水準を求め、それらを比較する。
4節ではこの論文の帰結を述べる。
2.モデル
公企業(以下、企業0と呼ぶ)と自国私企業(以下、企業1と呼ぶ)がそれぞれ1社ずつ存在す
る状況を考える。各社それぞれ同質財を生産し、数量競争をするものとする。逆需要関数は所与と
し、 ♪(Q)=a-Q, Q-qo+giであるとするCここでQは聴生産量、 qoは企業Oの生産量、 qlは
企業1の生産量を表すoまた、 aは十分大きな正の値であると仮定する。各企業の費用関数は叩,?/
2, 1-0,1とし、 Cは正の値であるO
各企業の利潤関数は以下のように示される。
m(q。,qi) - (a-Q)q>-讐…
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社会厚生は以下のように示される。
W(q。, qi) -jaQp (s)ds一讐一審 m
企業1の目的U¥(go,q¥)は自己利潤最大化ではなく、相対的利潤凌大化であるo相対的利潤最大
化とは、自己利潤から自己を含めた全ての企業の利潤の平均を引いたものである。式に表すと以下
のようになる。
Ri(qo, qi) -ni(qo, qi) -
冗nqo, qi)十nj{go,qv
-圭{ni(i?O,^i)一花蝣Aqo,ql)l・ iアj,i,j-Q, l-　(3)
よって、企業1の目的U¥(qo,qi)はRi(qo,qi)となるGまた、企業OについてはBos (1991)や
Matsumura (1998)、高橋(2006)で取り扱われたように公的部門と民間部門による共同所有、つ
まり、部分的民営化を認めるものとする。つまり、企業Oは以下の目的関数を最大化するよう生産
量を選択するo
Uo(qo,qi) -αW(qo,qi) + (1-α)i?o(#O,ol), α∈ [0,1]…　(4)
ここで、注意すべき点は民間部門の目的は利潤最大化ではなく、ここで取り上げた相対的利潤最
大化を目的とする点であるOよって、企業Oの民間株式保有比率(ここでは1-α)が上昇すると、
より相対的利潤を最大化しようと行動する。
我々はここで以下の3つの企業間の意思決定の順序を考えるo
(S)企業Oと企業1が同時に生産量を決定する場合o
(L)はじめに企業Oが生産量を決定し、次に企業17う音生産量を決定する場合O
(F)はじめに企業1が生産量を決定し、次に企業Oが生産量を決定する場合。
次の節では、上記の3つの場合ごとに各企業の均衡生産量や利潤、社会厚生水準を求めていくこ
とにするO
3.モデル分析
3.1. (S)企業Oと企業1が同時に生産量を決定する場合
各企業はそれぞれ以下の最大化問題を解く。
max Uoiqo, qv ,
*蝣
(5)
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max U¥(qo, qi).
l・
企業0と企業1のEl的関数最大化の1階条件はそれぞれ以下の通りD
(1十α)a- (2+c+α・c)qo-2α蝣q¥-0,
a-2q¥-cqi=0.
均衡結果は以下の通りである。
q5 -至競　　　ォf -芸者,
76-紡　Irf-紡,
wR-浩・
(6)
(7)
(8)
(9)
(10)
(ll)
3.2… (L)はじめに企業Oが生産量を決定し、次に企業1が生産量を決定する場令
バックワードインダクションを用いて計算する。 2期目では企業1は企業Oの生産量を所与とし
て自己の生産量を決定する。しかしながら、 (8)式から明らかなように、企業1の反応関数は企業
0の生産量から独立であるo　そのため、 (S)の場合と(L)の場合では、均衡結果は一致するo
3.3. (F)はじめに企業1が生産量を決定し、次に企業Oが生産量を決定する場令
バックワードインダクションを用いて計算する。まず、 2期日の企業Oの行動を見てみよう。企
業0は企業1の生産量を所与として(5)式の最大化問題を解く。つまり、(7)式を¢Oについて解く。
計算すると、 2期日に企業Oが選択する生産量は(C1+α'a-2a4i)/(2+c+ac)となるoこれを
読み込んだ上で1期巨=こ企業1は自己の生産量を決定するO企業1の最大化問題は以下の通り。
-qr拙a-
'<:
(1+α)a-2αql
2+c+αC
(1 + α・)a -2αql
2+c+αC
-*)Qi-響)
(1+α蝣)0 -2αql
2十C+αC
一芸((l+a)a-2a
(2+c+ac)冒""}](12)
上記の最大化問題を鰍ナば、企業1の均衡生産量はa/(2+c)となり、それを((1+α)a-2o岬1)
/(2+c+αc)に代入することで企業0の均衡生産量a/(2+c)を得るo　これらは(L)と(S)の結果
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と一致する。よって、以下の命題が成り立つO
命題1社会厚生と相対的利潤の加重平均和の最大化を目的とする公企業と相対的利潤最大化を目
的とする私企業による混合寡占を考えるo同質財の数量費争を行った場合、各企業の均衡生産量や
利潤、社会厚生水準は(S)(L)(F)の3つの企業間意思決定版序間で同一となる。また、それらの値
の大きさは公企業の部分的民営化の程度によらず一定であり、均衡において社会厚生は最大化され
ている。
なぜ、このような結果が得られるのだろうか。まず、企業0の反応関数を見てみよう。企業1の
El的が相対的利潤最大化の場合、つまり、 α=0の場合には、企業1の反応関数と同様に企業Oの
反応関数は競争相手(企業1)の生産量から独立となるO　この場合、相手がいかなる生産量を選択し
ようとも企業Oはa/(2+c)の生産量を選択する。次に、企業Oの目的が社会厚生最大化の場合、
つまり、 α=1の場合には、 qo-ql平面上で(go,qi)-(a/(2+c), a/(2+c))を通る右下がりの直
線となる。企業0の目的が相対的利潤と社会厚生の加重平均和の最大化であった場合、つまり、 α
∈(0,1)にある場合には、 αの上昇に伴って、 (fl/(2+e), a/(2+c))を中心に時計回りに傾きが
緩やかに変化するo　こうした企業0の反応曲線上で企業1は最も高いE]的債を実現できるような生
産量を選択する。しかしながら、そもそも企業1の目的は相対的利潤最大化であり、企業0の目的
が相対的利潤と社会厚生の加重平均和の最大化であった場合には、企業1の目的関数の債は最大で
もOにしかならないO　なぜならば、企業1の生産量が企業Oの生産量と異なる水準にあった場合に
は、企業1の利潤の方が企業0の利潤に比べて小さくなるからである。よって、企業1は企業Oと
同じ水準の生産量であるa/(2+c)を選択するのである。
4.おわりに
本論文では、公企業の競争相手である私企業が自己利潤最大化ではなく、相対的利潤最大化をE]
的とした場合に均衡結果が従来の分析に比べて、どのように変化するのかに焦点を当てて分析した。
得られた結果は、従来の分析とは大きく異なるものであった。
この結果を踏まえると、相対的利潤最大化を目的とする企業との混合複占を考える際、 Hamilton
and Slutsky (1990)で提示されたobservable delay gameを用いることは意味を持たない5)o
しかしながら、本論文で得られた結果はあまりにも強い仮定でのみ成立することを示したに過ぎ
ない　Choi (2006)でも指摘されているように、 「費用関数が企業間で対称的である」との仮定を
崩した場合には、今までの分析結果は大きく異なる可能性がある。また、今回分析したのは複古市
場であるO過去の先行文献に見られるように私企業が2社以上の場合や、自国私企業や外国私企業
が混在する場合の分析も必要であろう6)oこのような設定の下では、 observable delaygameを考え
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る意味が生まれるかもしれないO　これらは今後の研究課蓮としたいo
【注】
') kkato@asia刊.ac.jp
1)労働者1人当たりの利潤最大化をEE的とする企業はIabormanaged血Ⅶと呼ばれ、多岐に渡る分析がな
されているIabormanaged血mを専門的に研究している代表的な日本の研究者には奥口孝二先生(岐
阜聖徳学園大学)、春名章二先生(岡山大学)、宮本良成先生(大阪市立大学)らがいるO興味のある人
は彼らの論文を参照されたし。
2)相対利潤最大化を目的とするプレイヤーについては、進化的ゲーム理論で取り扱われている。辞しくは
Choi (2006)を参照せよ。
31 Choi(2006)のモデルで社会厚生を「消費者余剰と各企業の利潤の和」に変更しただけの場合、各企業の
均衡生産量を計算してみると、各企業はそれぞれ(a-c)/2ずつの生産を行うことが容易にわかる。こ
れは、従来の研究でいわれている「公企業が全ての生産を行い、私企業は全く生産を行わない」との結
果と異なる。また、 Choi(2006)で得られた「私企業が全ての生産を行い,公企業は全く生産を行わな
い」とも異なる0
4)例えば、 (L)と(S)に関してはDeFrajaandDelbono (1989)で既に比較されており、均衡における社会
厚生水準、利潤ともに(L)の方が(S)よりも厳密に大きい。
51 pal (1998)やMatsumura (2003)、 Lu (2006)では混合複占や混合寡占における内生的タイミングの閉
篭を分析しており、公企業の競争相手が自国私企業の場合、外国私企業の場合、自国私企業と外国私企
業が混在している場合で、均衡で選択するタイミングが異なることを示している。
6)民間部門の目的が利潤最大化である場合の分析についてはDeFraja and Delbono (1989)やFjell and Pal
(1996)を参照せよo　なお、今回の論文の設定で、公企業が社会厚生貴大化を白的(つまり、 α-1の場
合)とし、かつ、私企業が外国人投資家に完全に支配されている場合には、 (S) (L) (F)の場合で各企業
の均衡生産量や利潤、社会厚生水準が同一となる。しかしながら、高橋(2006)で考案されたように、
私企業が自国内株主と外国人投資家によって共同で所有されていた場合には、必ずしもこのような結果
が得られるとは限らない。
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